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１.こども未来局所管予算案

（１）総括

-  

【 6.4% 】 【 6.9% 】 【 7.3% 】 【 △ 1.7% 】 【 6.4% 】 【 - 】 【 6.3% 】

【 △ 28.8% 】 【 - 】 【 - 】 【 6.0% 】 【 6.0% 】 【 △ 29.9% 】 【 5.8% 】

【 6.2% 】 【 6.9% 】 【 7.3% 】 【 △ 1.7% 】 【 6.4% 】 【 △ 29.9% 】 【 6.3% 】

※【 　】内は対前年度伸び率

(差引増減)

△ 262,107 1,610    

合 計
9,831,425  6,916,934 38,000  △ 116,533 6,838,401 △ 262,107 3,255,131  

母子父子寡婦
福祉資金貸付
事業特別会計

△ 260,421 - - 76  76     

一 般 会 計

千円

区 分

差引増減（令和８年度）予算額(A)－(令和７年度）予算額（B)

歳　出

財　　　　源　　　　内　　　　訳

特　　定　　財　　源
当該事業財源 一般財源

国県支出金 地方債 その他 計

千円

10,091,846  6,916,934 38,000  △ 116,609 6,838,325 3,253,521  

千円千円 千円 千円 千円

合 計 159,469,289 99,640,387  524,000  6,809,016 106,973,403  876,173  51,619,713  

母子父子寡婦
福祉資金貸付
事業特別会計

905,221  - - 1,267  1,267  876,173  27,781  

千円 千円

158,564,068 99,640,387  524,000  6,807,749 106,972,136  - 51,591,932 

合 計 169,300,714 106,557,321  562,000  6,692,483 113,811,804  

一 般 会 計

千円 千円 千円 千円 千円

区 分

予　　　　算　　　　額　　　　（B）

歳　出

財　　　　源　　　　内　　　　訳

特　　定　　財　　源
当該事業財源 一般財源

国県支出金 地方債 その他 計

(令和７年度）

母子父子寡婦
福祉資金貸付
事業特別会計

644,800  - - 1,343  1,343  

(令和８年度）

562,000  6,691,140 113,810,461  
一 般 会 計

千円 千円

168,655,914 106,557,321  

区 分

予　　　　算　　　　額　　　　（Ａ）

歳　出

財　　　　源　　　　内　　　　訳

千円 千円 千円

614,066

614,066  54,874,844  

- 54,845,453 

千円

29,391  

特　　定　　財　　源
当該事業財源 一般財源

国県支出金 地方債 その他 計

千円
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こども未来局所管予算の年度別状況(歳出）

【 】 【 】 【 】 【 】 【 】

【 】 【 】 【 】 【 】 【 】

【 】 【 】 【 】 【 】 【 】

※【 　　】内は各会計に占める割合

158,564,068 142,759,140

1,131,811,000 1,112,830,000 1,082,537,000 1,049,756,000 1,041,010,000

区 分
当 初 予 算

令和８年度 令和７年度 令和６年度 令和５年度 令和４年度

127,095,781 123,567,697

14.9% 14.2%

一 般 会 計
千円 千円 千円 千円 千円

13.2% 12.1% 11.9%

こ ど も 未 来局
所 管 予 算

168,655,914

こ ど も 未 来局
所 管 予 算

644,800 905,221

691,900,951 667,413,931 700,726,477 715,523,605特 別 会 計 721,798,583

0.1% 0.1% 0.2%

7.1%

1,756,533,605

7.3%

こ ど も 未 来局
所 管 予 算

169,300,714 159,469,289 124,858,265

9.3% 9.0%

143,964,685

8.0%

合 計

128,379,846

1,823,711,951 1,780,243,931 1,750,482,477

1,205,545

0.2%

1,804,335,583

1,284,065

0.2%

1,290,568
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（２）一般会計（歳入・歳出）

令和８年度
予 　算 　額

（Ａ）

令和７年度
予 　算 　額

（B）

差引増減
(A)-(B)

（C）

対前年度
伸　率

(C)／(B)

千円 千円 千円 ％

（16） 分担金及び負担金 2,039,638  2,220,687  △ 181,049 △ 8.2 

（17） 使用料及び手数料 169,214  167,303  1,911 1.1 

（18） 国 庫 支 出 金 81,837,399 77,395,165  4,442,234  5.7 

（19） 県 支 出 金 24,719,922 22,245,222  2,474,700  11.1  

（20） 財 産 収 入 288,445  287,668  777  0.3  

（21） 寄 附 金 273,522  246,212  27,310  11.1  

（22） 繰 入 金 1,176,901  1,340,271  △ 163,370 △ 12.2

（24） 諸 収 入 2,743,420  2,545,608  197,812  7.8 

（25） 市 債 562,000  524,000  38,000  7.3 

千円 千円 千円 ％

（3） こ ど も 育 成 費 168,655,914 158,564,068 10,091,846  6.4 

168,655,914 158,564,068 10,091,846  6.4 合　 　　計

 １　こども育成費 168,655,914 

対前年度
伸　率

(C)／(B)

158,564,068 10,091,846  6.4 

款 ・ 項 
令和８年度
予 　算 　額

（Ａ）

令和７年度
予 　算 　額

（Ｂ）

6.4 

款

（ 歳 入 ）

（ 歳 出 ）

差引増減
(A)-(B)

（C）

合 計 113,810,461 106,972,136 6,838,325  
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令和８年度
予 　算 　額

（Ａ）

令和７年度
予 　算 　額

（B）

差引増減
(A)-(B)

（C）

対前年度
伸　率

(C)／(B)

千円 千円 千円 ％

（１） 事　業　収　入 381,115  410,066  △ 28,951 △ 7.1 

（２） 繰　　入　　金 29,391  27,781  1,610 5.8  

（３） 繰　　越　　金 232,951  466,107  △ 233,156 △ 50.0 

（４） 諸　　収　　入 1,343 1,267 76 6.0  

644,800  905,221  △ 260,421 △ 28.8 

千円 千円 千円 ％

（１） 事　業　費 365,791  346,832  18,959  5.5  

（２） 公　債　費 184,577  369,400  △ 184,823 △ 50.0 

（３） 諸支出金 94,432  188,989  △ 94,557 △ 50.0 

644,800  905,221  △ 260,421 △ 28.8 

△ 50.0 

合　 　　計

△ 50.0 

 １　事　業　費 365,791  346,832  18,959  

 １　公　債　費

5.5  

 １　繰　出　金 94,432  188,989  △ 94,557

184,577  369,400  △ 184,823 

令和８年度
予 　算 　額

（Ａ）

令和７年度
予 　算 　額

（B）

差引増減
(A)-(B)

（C）

対前年度
伸　率

(C)／(B)

（ 歳 出 ）

款・項

（３）母子父子寡婦福祉資金貸付事業特別会計

合 計

（ 歳 入 ）

款

（歳入・歳出）
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（4）重要施策に関する説明

～ すべての子どもが夢を描けるまちをめざして ～

(  )内数字：令和7年度当初予算額

子ども・子育て家庭にやさしいまちづくり ( )

子どもの権利の尊重と意見表明支援 ( )

事　業　名 予　算　額
事　　業　　内　　容

これまでの取組み ８年度の取組方針

ア 千円 千円

子ども一人ひとりが、自分らしく健やかに成長していくための基盤として、子どもの権利の
尊重に係る理解促進や普及・啓発に取り組む。

また、子どもの気持ちや意見に寄り添った支援を行うため、専門性を有する第三者が、一時
保護所や里親、社会的養護関連施設で保護・養育されている子どもを定期的に訪問して子ども
の意見表明等を支援する、子どもの権利サポート事業を実施する。

「第６次福岡市子ども総合計画」に基づき、すべての子どもが夢を描けるまちをめざして、
市民、地域、企業、NPOなどと共働し、子どもや子育て家庭にやさしいまちづくり、安心して生
み育てられる環境づくり、子どもや若者が自分らしく健やかに成長できる環境づくり、一人ひ
とりの状況に応じてきめ細かに支援する環境づくりに向けた施策を総合的・計画的に推進す
る。

１． 千円 千円

合　　計  33,377

子どものアドボカシー（権利
擁護、意見表明、代弁等）の
専門性を有する第三者が、一
時保護所や里親、社会的養護
関連施設で保護・養育されて
いる子どもの意見形成・意見
表明を支援

36,622,042  

30,809  

37,176,469  

33,377  

①子どもの権利・意見
表 明 推 進 事 業

 15,156

千円

NPOと共働し、子どもの権利や
意見表明について学ぶワーク
ショップ等を実施

子どもの権利や意見表明につい
て学ぶワークショップ等を実施

・ワークショップ開催予定数
 約 90回

② 子 ど も の 権 利
サ ポ ー ト 事 業

 18,221

一時保護所や里親、社会的養護
関連施設で保護・養育されてい
る子どもの意見形成・意見表明
を支援

・面接予定回数  約 800回
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社会全体で子育てを応援する環境づくり ( )36,591,233  37,143,092 

②「赤ちゃんの駅」
事 業

1,740

授乳やオムツ替えができる
「赤ちゃんの駅」を紹介

登録施設　389か所
　（令和７年12月末現在）

シンボルマーク掲示や登録施
設・事業の広報・利用促進に努
めるとともに、搾乳もできる旨
を表示するステッカーを新たに
掲示

④ 妊 婦 の た め の
支 援 給 付

  1,271,595

① 市 民 や 企 業 と
共働した子育て支援

4,617

千円

イ 千円 千円

子育てしやすい環境づくりの
ため、“「い～な」ふくお
か・子ども週間”の普及・啓
発に取り組むとともに、企業
等による子ども・子育て応援
事例の情報発信を実施

“「い～な」ふくおか・子ども
週間”の普及・啓発に取り組む
とともに、企業等による子ど
も・子育て応援事例の情報発信
を実施

多様な価値観や考え方を尊重したうえで、若者が結婚や出産、子育てに明るい展望を持つこ
とができるよう、社会全体で子どもや子育て家庭を応援する気運の醸成に取り組むとともに、
子どもや若者が早い段階から妊娠や出産、子育てについて考える機会の提供や、県や民間事業
者と連携した若者の婚活支援に取り組む。

また、妊婦のための支援給付、児童手当の支給、第２子以降の保育料無償化、第３子優遇事
業を実施し、子育てに係る経済的負担の軽減に取り組む。

事　業　名 予　算　額
事　　業　　内　　容

これまでの取組み ８年度の取組方針

③ ラ イ フ デ ザ イ ン
支 援 事 業

6,400      

妊娠時・出産時に各５万円の
経済的支援と伴走型相談支援
を実施

妊婦等の身体的・精神的ケア及
び経済的支援のための給付金と
伴走型相談支援を実施

・支給見込件数　  約 24,000件

若者が出産や子育ての具体的
なイメージを持つための支援
や、県や民間事業者と連携し
た婚活支援を実施

若者が出産や子育ての具体的な
イメージを持つための支援や、
県や民間事業者と連携した婚活
支援を実施

・参加見込人数 約 500人

⑤ 児 童 手 当  35,847,918

次代を担う全ての子どもの育
ちを支える基礎的な経済支援
を実施

【３歳未満】
　　第１～２子　　15,000円
　　第３子以降　　30,000円
【３歳～高校生年代】
　　第１～２子　　10,000円
　　第３子以降　　30,000円

次代を担う全ての子どもの育ち
を支える基礎的な経済支援を実
施

・支給見込人数   約 139,000人
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千円

保育所（認可外含む）や幼稚
園（プレ通園含む）に通う第
２子以降の保育料の無償化を
実施

保育所（認可外含む）や幼稚園
（プレ通園含む）に通う第２子
以降の保育料の無償化を実施

・対象見込人数
　認可保育所 約 9,000人
　認可外等(企業主導型を
  含む) 約 1,100人
  幼稚園 約 1,400人
  幼稚園３歳未満児受け入れ
  促進事業　　     約   185人

※予算額は関連
する各事業に計
上

 37,143,092

事　業　名 予　算　額
事　　業　　内　　容

これまでの取組み ８年度の取組方針

第３子以降の児童を対象に、
小学校就学前の３年間、保育
所等の副食費の助成等、子育
てにかかる経済的負担の軽減
を実施

第３子以降の児童を対象に、保
育所等の副食費の助成等を継続
実施

⑥ 第 ２ 子 以 降 の
保 育 料 の 無 償 化

     10,822

合　　計

⑦ 第 ３ 子 優 遇 事 業
( 第 ３ 子 手 当 等 )

第３子優遇
事業総事業費

215,692 

総事業費
2,749,930 

助成額内訳

保育所等副食費助成 204,870 

第３子手当 3,432

保育施設等利用手当 7,081
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安心して生み育てられる環境づくり ( )

妊娠前からの支援と親子の心と体の健康づくり ( )

妊娠、出産、育児に関する親
の不安や悩みの解消、乳幼児
の虐待予防を図るため、保健
師等による訪問指導や母子巡
回健康相談等を実施

保健師等による訪問指導や母子
巡回健康相談などにより、伴走
型支援を実施

・乳児家庭全戸訪問
　面接見込人数    約 11,500人

子育ての不安や負担を軽減す
るため、０～２歳児の子育て
家庭が定期的に家庭以外の第
三者とつながり、見守られる
機会を作るとともに、おむつ
等をお届け

子育て家庭の孤立化防止に向
け、利用促進に向けた取組みと
して電子クーポンの導入や未利
用家庭へのアプローチを実施

授乳・沐浴のアドバイス等を
行う産後ケア事業や、家事や
育児の援助を行う産前・産後
ヘルパー派遣事業を実施

③ 産 前 ・ 産 後
サ ポ ー ト 事 業

② 育 児 不 安 の
軽 減 ・ 解 消 対 策

    316,290

①プレコンセプション
ケ ア の 推 進

     55,153

事　業　名 予　算　額
事　　業　　内　　容

これまでの取組み ８年度の取組方針
千円

ア 千円

〇

    530,311

千円 千円

〇

〇

〇

・利用見込人数　   約 2,600人

〇 学校、企業等に助産師等を派
遣しプレコンセプションケア
に関する講演会を実施

福岡市プレコンセプション
ケアセンター（旧：不妊･
不育専門相談センター）で
不妊カウンセラーや医師な
どによる不妊・不育に関す
る専門的な相談に加え、プ
レコンセプションケアに関
する講演会などの周知啓発
を実施
医療保険適用外の不育症検
査費・治療費の一部を助成

〇

医療保険適用外の不育症検査
費・治療費の一部を助成

健康や将来の生活を考える
きっかけとして、医療機関で
の検査及び医師による説明に
係る費用を助成

4,531,918   千円

２．

妊娠・出産の知識を持ち、自分の身体への健康意識を高めるきっかけづくりとして、早い段
階からプレコンセプションケアの推進に取り組むとともに、子どもを望む人が希望をかなえら
れるよう、不妊や不育に関する支援を実施する。

また、親と子どもの心と体の健康づくりや、安心して子育てできる環境づくりを推進するた
め、産婦の心身のケアや育児支援を行う産後ケアの拡充、乳幼児健康診査の充実を図るととも
に、妊産婦に対する健康診査や家庭訪問、おむつと安心定期便などにより、妊娠期から子育て
期までの切れ目のない支援を実施する。

30歳を迎える女性にクーポ
ンを配布し、産科・婦人科
医療機関での検査及び医師
による説明に係る費用を助
成

④ お む つ と
安 心 定 期 便

従来の産後ケア事業の実施に加
え、複数人で利用できる集合型
を新設

・産後ケア受け皿確保
　             延 約 17,000日
・産前・産後ヘルパー派遣
　延べ利用見込回数
                  約 21,000回

  1,135,696

80,848,020  86,802,429         

4,856,837     

（24ページ参照）
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幼児教育・保育の充実と多様なニーズへの対応 ( )

事　業　名

⑤ 健 康 診 査 事 業 2,202,483  

  1,446,811

従来の健診に加え、５歳児健診
（試行）については実施場所と
人数を拡大して実施
　
・妊婦健康診査
・産婦健康診査
・乳幼児健康診査
・先天性代謝異常等検査
・新生児聴覚検査事業

小児慢性特定疾病児童等や
その家族に対して制度等に
関する情報提供や助言、レ
スパイト支援を実施

千円

千円

未熟児、小児慢性特定疾病等
に対する医療費の自己負担分
の一部を助成
小児慢性特定疾病児童等やそ
の家族に対して制度等に関す
る情報提供や助言、レスパイ
ト支援を実施

〇

〇
⑥ 医 療 給 付 事 業
（未熟児養育・小児
慢 性 特 定 疾 病 等 ）

    616,904

未熟児、小児慢性特定疾病
等に対する医療費の自己負
担分の一部を助成

〇

〇

① 保 育 所 等 整 備

合　　計   4,856,837

イ 千円 75,704,276  千円

予　算　額
事　　業　　内　　容

予　算　額
事　　業　　内　　容

これまでの取組み ８年度の取組方針

保育需要が高い地域におい
て、増改築や幼稚園の活用に
より保育の受け皿確保に取り
組むとともに、老朽化対策を
実施

〇 保育所の新設や増改築など
により、保育の受け皿を確
保するとともに、施設の老
朽化対策を実施

〇 馬出保育所の改築工事に着
手

馬出保育所の改築工事完了、
新園舎供用開始

〇

〇

・増改築等　　 　 　   12か所

〇 以下の事業を実施するとと
もに、乳幼児健診情報のデ
ジタル化を推進

〇 乳幼児健康診査について
は、１か月児健診及び５歳
児健診（試行）を追加

・妊婦健康診査
・産婦健康診査
・乳幼児健康診査
・先天性代謝異常等検査
・新生児聴覚検査事業

公定価格の引き上げにより保育士の処遇改善を図るとともに、保育所の増改築のほか、幼稚
園の認定こども園への移行、１歳児受け入れ促進事業、医療的ケア児等受入指定園など多様な
手法により保育の受け皿の確保に取り組む。

さらに、延長保育の障害児保育加算の拡充や保育体制強化事業の補助基準額の引き上げをは
じめ、休日夜間の保育、病児・病後児デイケア、一時預かり、ベビーシッター派遣、「福岡市
型」こども誰でも通園制度など多様な保育サービスの充実を図り、保護者のニーズに対応でき
るよう受け皿の確保に取り組む。

また、地域限定保育士、幼稚園教諭及び子育て支援員など、多様な人材が保育現場で活躍で
きるよう保育士配置に関する特例を拡充するとともに、保育士に対する家賃助成や奨学金返済
支援を実施するなど、保育の質の維持・向上や人材確保に取り組む。

事　業　名
これまでの取組み

81,232,601  

８年度の取組方針

（24ページ参照）
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⑧ 病 児 ・ 病 後 児
デ イ ケ ア 事 業

    752,681

病気やその回復期にある乳幼
児・児童(０歳児～小学６年
生)を医療機関に併設した病児
デイケアルームで一時保育を
実施

医療機関併設施設での病児・病
後児の一時保育の充実を図る

・利用見込延人数  約 38,800人

⑤幼稚園３歳未満児
受 け 入 れ 促 進 事 業

    228,582

⑦多様な集団活動事業
の 利 用 支 援 事 業

      3,467
幼児教育類似施設等を利用す
る保護者に対し、利用料の助
成を実施

幼児教育類似施設等を利用する
保護者に対し、利用料の助成を
実施

・年間見込延人数     約 220人

⑥ 特 別 保 育 事 業     706,640

③子育て支援施設等
利 用 給 付 費

  2,883,508

３歳未満児の保育を実施する
幼稚園に対し、運営費等を助
成

３歳未満児の保育を実施する幼
稚園の拡充を図り、事業の運営
に係る経費を助成

・実施予定施設数　     23か所

私学助成の幼稚園、幼稚園の
預かり保育、認可外保育施設
等の利用料を給付

私学助成の幼稚園、幼稚園の預
かり保育、認可外保育施設等の
利用料を給付

・年間見込延人数
　幼稚園         約 124,700人
　認可外等　     約  10,200人

（令和８年度新規事業）

一定の条件のもと保育ニーズが
増加している１歳児の受入枠の
拡大を実施した保育所へ、期間
を限定して対応するための人件
費等の助成を実施

④ １ 歳 児 受 け 入 れ
促 進 事 業

事　業　名 予　算　額

保育士の処遇改善に向けた公定
価格の引き上げに対応し、入所
児童数に応じた給付等を実施

教育・保育施設等給付費
・年間見込延人数
  1号            約 106,000人
  2・3号         約 489,000人

② 教 育 ・ 保 育
給 付 費 等

千円

入所児童数に応じた保育施設
等への給付等を実施

     60,480

延長保育等の多様な保育サー
ビスを実施し、事業に係る経
費を助成

延長保育の障害児保育加算の拡
充など助成額の引き上げを行う
とともに、引き続き多様な保育
サービスの充実を図る

・実施予定施設数
　延長保育            437か所
　休日保育  　         13か所

事　　業　　内　　容

 70,130,403

これまでの取組み ８年度の取組方針

（25ページ参照）
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８年度の取組方針

生後２か月から６か月になる
までの間、ベビーシッター派
遣費用の一部を助成

実施事業者への補助単価を引き
上げ、受け入れ体制の強化を図
る

・利用見込延人数　 約 1,300人

医療的ケア児や障がいの程度の
重い子どもを受け入れやすくす
るために、体制を常時確保する
指定園に対し、看護師や保育士
の雇用費等の助成を実施

⑨ 一 時 預 か り 事 業     217,449

特別な支援を必要とする子ど
も（障がい児・医療的ケア児
など）の保育を実施し、保育
士・看護師の雇用費助成や訪
問支援、研修を実施

補助単価を引き上げ、障がい児
や医療的ケア児などへの支援の
充実を図る

（令和８年度新規事業）

事　　業　　内　　容
これまでの取組み

⑭特別支援保育事業
（ さ ぽ ー と 保 育 ）

  1,704,723

⑬ 医 療 的 ケ ア 児 等
受 入 指 定 園

     63,061

保護者が通院やリフレッシュ
等のため一時的に家庭内で保
育ができない場合に子どもを
預かる、一時預かり事業を実
施

補助単価の引き上げや運営費加
算の創設などにより、実施施設
数の拡充を図る

・利用見込延人数  約 35,300人

千円

⑩ 一 時 預 か り 事 業
（ 幼 稚 園 型 ）

    353,824
幼稚園が教育時間終了後に園
児を預かる一時預かり事業へ
の助成を実施

一時預かり事業（幼稚園型）の
実施施設数の拡充を図り、運営
費等にかかる助成を実施

・実施予定施設数         70園

事　業　名 予　算　額

⑫「福岡市型」こども
誰 で も 通 園 制 度

    375,945
全国での本格実施に先駆け
て、国の上限時間を超えて試
行的に実施

補助単価の引き上げや加算の創
設などを図るとともに、引き続
き福岡市独自に利用時間を拡充

・実施予定事業所数     50か所

⑪ ベ ビ ー シ ッ タ ー
派 遣 事 業

     23,811

（25ページ参照）

（26ページ参照）

（26ページ参照）

（26ページ参照）
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子育て支援員研修の
対象者見込人数 約 720人

〇

〇 資格取得支援の対象に通信講
座の受講料を追加

家賃や奨学金返済の支援など
保育士の人材確保に係る助成
を実施

保育士の負担を軽減するた
めに臨床心理士等による巡
回相談を実施

24,483     

・助成見込人数
　保育料貸付　        約 45人
　就職準備金貸付　    約 20人
　家賃助成　       約 2,930人
　奨学金返済支援   約 1,040人
  通信教育による資格取得支援
　　　　　      　   約　20人

小規模保育事業等の事業者へ
の助言・指導等の支援を行う
とともに、保育所等におい
て、経理等の専門家を活用し
た指導・監査を実施

小規模保育事業者等への支援や
専門家を活用した指導・監査を
実施

・実施見込施設数      497か所

〇

〇

〇

⑰保育補助者雇用費
助 成 事 業

    350,991

⑮ 保 育 士 就 職 ・
就 労 継 続 支 援 事 業

〇 保育士等の心の悩みや負担を
軽減するため、臨床心理士等
による相談窓口の設置や巡回
相談を実施

〇 保育士・保育所支援センター
において、保育士に加え幼稚
園教諭等を就職あっせんの対
象として就職支援を行うとと
もに、ＳＮＳや電車内広告等
を活用し、当該センターのPR
を実施

〇

〇

千円

保育士の負担軽減と潜在保育
士の職場復帰の促進を図るた
め、保育所等に対し、保育補
助者の雇用費を助成

保育所等に対し、保育補助者の
雇用費を助成

・助成予定施設数      177か所

事　業　名 予　算　額
事　　業　　内　　容

これまでの取組み ８年度の取組方針

〇

⑯ 保 育 士 人 材
確 保 事 業

〇
    441,454

〇

保育士・保育所支援センタ
ーでの就職あっせんや就職
支援研修等により、潜在保
育士等の就職を支援

保育士等の心の悩みや勤務
条件などの相談対応を実施
し、就労継続を支援

保育施設等に対し、保育士
資格等の取得費用等を助成

社会保険労務士による個別相
談や各保育所等の働き方改革
の取組みを支援するため、集
合研修等を実施

〇 子育て支援員研修の対象者を
拡充し、保育士・保育所支援
センターの就労あっせんを強
化

⑲ 認 可 外 保 育 施 設
児 童 支 援 事 業

     22,624
認可外保育施設に対して、児
童、職員の健康診断や職員研
修等に係る費用の助成を実施

認可外保育施設への助成を実施
し、児童の健全育成を推進

・助成予定施設数      240か所

⑱ 保 育 所 等 指 導 ・
支 援 事 業

      6,750

潜在保育士等への保育料や
就職準備金の貸付を行い、
保育士の職場復帰を支援

市内保育所等への就職促進
及び離職防止を図るため、
家賃助成や、奨学金返済に
対する助成を実施

社会保険労務士の個別派遣
や集合研修を通じて、保育
所等の働き方改革の取組み
を支援

・

（25ページ参照）
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・助成見込施設数      279か所

・助成見込施設数       100か所

・助成見込施設数 274か所

相談支援体制と情報提供の充実 ( )

・設置予定数　　   24か所

② 地 域 子 育 て
相 談 窓 口

    146,888

① こ ど も 家 庭
セ ン タ ー

    188,878

子育て世帯に身近な場所に相
談窓口を設置し、気軽に相談
できる環境づくりや関係機関
との連携による支援を実施

千円
母子保健と児童福祉の両機能
による一体的支援等を推進す
るため、各区にこども家庭セ
ンターを設置し、妊娠期から
子育て期までの切れ目のない
支援を実施

各区こども家庭センターにおい
て、母子保健と児童福祉の両機
能による妊娠期から子育て期ま
での切れ目のない支援を実施

妊婦や保護者が抱える不安や悩みの早期発見、早期解消に向けて、こども家庭センターや地
域子育て相談窓口など子育て世帯の身近な相談支援体制の充実に取り組む。

また、乳幼児親子が地域において安心して活動できる交流の場である子どもプラザを増設す
るとともに、地域で子どもを育む環境づくりとして育児の相互援助活動を支援するファミ
リー・サポート・センター事業を実施する。

事　業　名 予　算　額
事　　業　　内　　容

これまでの取組み ８年度の取組方針

ウ 千円 千円

㉒保育所等における
ＩＣＴ化推進等事業

合　　計  81,232,601

保育業務のＩＣＴ化に係るシ
ステム及び外国人保護者等と
の意思疎通のための翻訳機の
導入、ならびに保育中の事故
防止機器及び性被害防止設備
等の導入に係る費用を助成

〇

保育業務のＩＣＴ化に係るシ
ステムの導入費用等の助成を
実施

事故防止機器、性被害防止対
策に係る費用の助成を実施

     61,928

㉑保育体制強化事業     472,506

⑳ 私 立 幼 稚 園 助 成     900,480

保育施設に対し、児童の園外
活動時の見守り等を行う保育
支援者の配置に要する費用を
助成

千円

私立幼稚園に対し、運営費等
の助成を行うとともに、保育
所同様の預かり保育等を実施
する園に対し、家賃助成、奨
学金返済の支援を実施

私立幼稚園の運営費や家賃・奨
学金の一部助成を実施

・助成見込数
　運営費助成園　      115か所
　家賃助成人数　     約 310人
　奨学金助成人数     約 160人

712,991            

子育て世帯が気軽に立ち寄れる
身近な場所での子育て支援コン
シェルジュ等による相談窓口を
増設

事　業　名

611,826     

保育支援者の配置に要する費用
の助成を拡充し、保育士の負担
軽減を図る

予　算　額
事　　業　　内　　容

これまでの取組み ８年度の取組方針

〇
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・増設予定数　 　　 ３か所

８年度の取組方針

新たに私立幼稚園や民間保育所
等を活用し、乳幼児親子が気軽
に交流や相談ができる子どもプ
ラザを増設

    253,709③ 子 ど も プ ラ ザ

各区役所に子育て支援コン
シェルジュを配置し、保護者
に対し、個々のニーズに合っ
た教育・保育サービス等の情
報提供・助言を実施

中央区役所と城南区役所に配置
する子育て支援コンシェルジュ
を増員して全区２名体制とし、
相談機能の充実を図る

④区役所子育て支援
コ ン シ ェ ル ジ ュ

事　業　名 予　算　額
事　　業　　内　　容

これまでの取組み
千円

乳幼児親子がいつでも利用で
き、子育てに関する相談や情
報交換ができる子どもプラザ
を運営

⑤ 地 域 子 育 て
交 流 支 援 事 業

      3,787
地域の見守りのもと、公民館
等を活用して開設している子
育て交流サロンの支援を実施

地域の見守りのもと、公民館等
を活用して開設している子育て
交流サロンの支援を実施

・利用見込延人数　約 47,800人

63,800     

⑦ フ ァ ミ リ ー ・
サ ポ ー ト ・
セ ン タ ー 事 業

     37,339

⑥ 子 育 て 安 心
サ ポ ー ト 事 業

      1,797

「子育てを応援してほしい
人」と「子育てを応援したい
人」が、地域の中で行う育児
の相互援助活動を支援

活動回数や会員数の増加に向
け、援助活動の支援や事業の広
報を実施

・利用見込回数    約 13,500回

民生委員・児童委員が乳児が
いる家庭を訪問し、地域の子
育て支援に関する情報を提供

地域と子育て家庭とのつながり
をつくるとともに、地域の子育
て支援に関する情報を提供

・訪問見込数     約 1,200世帯

⑧ 子 ど も 情 報 提 供      16,793

合　　計     712,991

ふくおか子育て安心ガイドの
作成やふくおか子ども情報サ
イトの運営、ＳＮＳ等による
子ども・子育て情報の提供

様々な手法で情報提供を行うと
ともに、ふくおか子ども情報サ
イトやＳＮＳ等による情報発信
の充実に取り組む

（27ページ参照）
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子ども・若者が自分らしく健やかに成長できる環境づくり
( )

子どもの様々な学び・体験機会の提供 ( )

・こども大使招へい見込人数
約 200人

合　　計   1,975,070

⑤ 地 域 子 ど も
育 成 事 業

     64,645

アジア太平洋の国・地域の子
どもたちと交流し、異文化へ
の理解を深めることにより、
国際感覚あふれる青少年を育
成するため、ＮＰＯ法人アジ
ア太平洋こども会議・イン福
岡が行う招へい事業等に要す
る経費を助成

地域で子どもを育む活動の活
性化に取り組み、子どもたち
を健やかに育む環境づくりを
実施

地域における子どもを育む主体
的な活動を支援

② 科 学 館 の 運 営 等   1,141,818
福岡市科学館において、展示
や演示、アウトリーチなど多
彩な科学体験活動を展開

展示や演示、アウトリーチな
ど、多彩な科学体験活動を展開

・利用見込人数   約 800,000人

④ 青 少 年 施 設 の
運 営 等

668,334    

背振少年自然の家、海の中道
青少年海の家において、集団
宿泊活動や野外活動など、体
験の機会を提供

集団宿泊活動や野外活動など、
体験の機会を提供

・利用見込人数    約 76,000人

千円

大人としての自覚を促し、郷
土愛を育むため、成人の日記
念事業を実施

大人としての自覚を促し、郷土
愛を育むため、成人の日記念事
業を実施

・対象見込人数    約 16,000人

子どもから大人まで幅広い世代の人々が科学を楽しく体験できる施設として、福岡市科学館
の運営を行うとともに、青少年施設における自然体験活動の機会を提供する。
　また、アジア太平洋こども会議・イン福岡による国際交流を支援する。

事　業　名 予　算　額
事　　業　　内　　容

これまでの取組み ８年度の取組方針

① は た ち の つ ど い
（成人の日記念事業）

     24,487

千円 千円

千円

ア

     20,786

千円

小中学生等を対象に、子ども
たちがつくる仮想のまちで、
まちづくりや仕事などを体験
する事業を実施

子どもたちがつくる仮想のまち
で、まちづくりや仕事などを体
験する事業を実施し、子どもの
主体的、創造的な活動を支援

③ ミ ニ ふ く お か

３．

⑥ ア ジ ア 太 平 洋
こ ど も 会 議 補 助 金

     55,000

2,087,513  

1,729,048   

2,406,862 

1,975,070 

ＮＰＯ法人アジア太平洋こども
会議・イン福岡が行う招へい事
業等への助成を実施

-15-



子ども・若者が安心して過ごせる場づくり ( )

中高生を中心とした若者の居
場所づくりを行う民間団体等
へ、開設から運営までの一貫
した支援を実施し、地域にお
ける居場所づくりを実施

居場所づくりを担う人材の育成
に取り組むほか、居場所の運営
団体への補助を拡充し、地域に
おける若者の居場所づくりを推
進

・助成予定団体数 18団体

イ 千円 千円

③ 中 央 児 童 会 館 の
運 営 等

    188,205

合　　計     345,591

④ 非 行 防 止 ・
健 全 育 成

62,245     

家庭、学校、地域及び関係機
関・団体と連携し、非行防止
活動や青少年に有害な環境へ
の対応など、健全育成事業を
実施

小学生に対して学校の放課後での体験活動や遊び等を通じた居場所を提供するとともに、中
高生を中心とした若者が気軽に立ち寄り過ごせる居場所づくりを推進するほか、中央児童会館
において、常設の「遊び・体験・交流の場」を提供する。

また、家庭、学校、地域及び関係機関・団体と連携し、非行防止活動や青少年に有害な環境
への対応など、健全育成事業を推進する。

事　業　名 予　算　額
事　　業　　内　　容

これまでの取組み ８年度の取組方針

「わいわい広場」と一体化し、
体験と遊び場を通じた居場所づ
くりを新たに試行実施

・モデル校数 ７校

② 中 高 生 の 居 場 所
づ く り 事 業

11,609     

中央児童会館において、遊
び・体験・交流の場を提供す
るとともに、公民館等で遊び
のプログラム等を行う館外活
動を実施

①放課後等の体験・
遊び・居場所づくり
モ デ ル 事 業

     83,532

千円
小学生に対し、身近な学校施
設を活用した放課後の体験活
動の機会を提供

・モデル校数 ３校

家庭、学校、地域及び関係機
関・団体と連携した非行防止・
健全育成事業の実施や、７月と
11月の強調月間に啓発活動等を
推進

遊び・体験・交流の場を提供す
るとともに、館外活動を実施

・利用見込人数   約 141,000人

285,853     345,591 

（28ページ参照）

（28ページ参照）
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悩みや問題を抱える子ども・若者の支援 （ )

③ 思 春 期 相 談 事 業      28,351

合　　計      86,201

ひきこもり等の状態にある子
どもの状況を改善するため、
居場所の運営や思春期訪問相
談員の派遣、保護者交流会等
を実施

居場所の運営や保護者交流会
等、思春期のひきこもり等の状
態にある子ども及び保護者への
支援を行うとともに、相談先と
しての周知を図るため学校等と
の連携を強化

②子ども・若者活躍の
場 プ ロ ジ ェ ク ト

6,133

①困難な状況にある
若 者 の 相 談 支 援

     51,717

ひきこもりや非行など困難な
状況にある子ども・若者の立
ち直り支援や、就労に向けた
一歩を踏み出す機会の創出の
ため、若者の支援団体等と共
働で若者に農作業等を体験す
る場を提供

若者の支援団体等と共働で農作
業等を体験する場を提供し、困
難な状況にある子ども・若者の
立ち直りを支援

・支援予定団体数 ６団体

千円

若者総合相談センターを設置
し、若者支援地域協議会の関
係機関や民間団体等と連携し
た支援を実施

若者総合相談センターにおい
て、困難な状況にある若者やそ
の家族から広く相談を受ける体
制を強化するとともに、関係機
関及び民間支援団体等と連携し
た支援を実施

・若者総合相談センターの
　相談見込件数　　 約 1,800件

ひきこもりや非行など困難な状況にある若者や家族を支援するため、若者総合相談センター
での相談支援を実施するとともに、子ども・若者の立ち直り等の支援を行う子ども・若者活躍
の場プロジェクトを実施する。

また、思春期後半のひきこもり等の状態にある子どもの状況を改善するため、居場所の運営
や思春期訪問相談員の派遣等による支援を実施する。

事　業　名 予　算　額
事　　業　　内　　容

これまでの取組み ８年度の取組方針

千円ウ 千円 72,612 86,201      

（29ページ参照）
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一人ひとりの状況に応じてきめ細かに支援する環境づくり 
( )

障がいのある子どもや発達が気になる子どもの支援 ( )

利用者負担の軽減を実施

④ 放 課 後 等 に
お け る 支 援

放課後等デイサービス事業
所の指定、運営指導、給付
費等の支給など放課後等の
居場所づくりを実施

〇

〇 〇

 13,569,655

③子どもの発達支援
体 制 の 構 築 事 業

    101,584

放課後等デイサービス事業所の
指定、運営指導、給付費等の支
給など放課後等の居場所づくり
を実施するとともに利用者負担
の軽減を実施

・放課後等デイサービス
　月平均利用人数   約 6,350人
  事業所見込数 359か所

〇 障がい児入所・通所施設給
付費等の支給及び療育セン
ター等での障がい児の相
談・診断・療育等の実施

〇 利用者負担の軽減を実施

〇 南部療育センターを開設

医療的ケア児の看護や介護
を行う家族に対して、レス
パイトを目的とした訪問看
護の提供や相談支援を実施

在宅レスパイトの利用時間数
を拡充するとともに、家族に
寄り添った相談支援を実施

障がい児の在宅生活を支援
するため、障害児福祉手当
を支給

〇

〇

〇

〇

〇

これまでの取組み ８年度の取組方針
千円

ア 千円 千円

障がいの早期発見と早期支援、ノーマライゼーションの理念のもと、障がい児の在宅生活を
支援するための施策を実施するほか、医療的ケア児の家族の負担軽減を図るため、自宅等での
訪問看護の利用時間拡充や相談支援を実施するとともに、児童発達支援等の利用者負担の軽減
を行う。

また、療育センター等で相談・診断・療育を実施するとともに、身近な療育の場として児童
発達支援事業所の設置を進めるほか、児童発達支援センターでの療育終了後の一時預かりを実
施するなど、未就学の障がい児に対する発達支援体制の充実を図る。

さらに、就学している障がい児に対し、授業の終了後または学校の休業日に生活能力向上の
ための支援等を行う放課後等デイサービス事業等を実施するとともに、利用者負担の軽減を行
う。

加えて、障がい児とその家族が水族館等を気兼ねなく楽しめる貸切イベントを実施するとと
もに、障がい特性に配慮した施設運営を支援する取組みを進める。

事　業　名 予　算　額
事　　業　　内　　容

４．

20,767,507 

32,625,189 

18,510,581  

35,241,429  千円

障がい児の入所・通所支援、療
育センター等での相談・診断・
療育等を実施するとともに利用
者負担の軽減を実施

① 障 が い 児 施 設 等   6,579,283

②在宅障がい児支援     318,385

障がい児の在宅生活を支援す
るための施策を実施

障害児福祉手当
支給見込延人数 約 11,510人

・

民間を含む全ての児童発達
支援センター（11施設）
で、療育終了後の預かりを
実施

〇

児童発達支援事業所を新たに
４事業所設置

民間を含む全ての児童発達支
援センター（11施設）で、療
育終了後の預かりを実施

〇

千円

児童発達支援モデル事業を
踏まえ、児童発達支援事業
所を設置（25事業所）

（30ページ参照）
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児童虐待防止対策と社会的養護体制の充実 ( )4,846,238      

事　業　名 予　算　額
事　　業　　内　　容

これまでの取組み ８年度の取組方針

⑥障がい児の遊び・
体 験 支 援 事 業

8,477

合　　計  20,767,507

障がい児家族を対象とした水
族館の貸切りイベントを実施
するとともに、障がいに配慮
した施設運営を行えるよう支
援を実施

障がい児家族を対象とした水族
館、動物園、プラネタリウムの
貸切りイベントを実施するとと
もに、障がいに配慮した施設運
営を行えるよう支援を実施

・実施施設数 ３か所

⑤発達障がい者支援
セ ン タ ー 運 営 費

    190,123

千円

発達障がい者支援センターを
中心に、発達障がい児・者の
相談支援や支援者養成研修、
啓発活動等を実施

発達障がい児・者に対する相
談・支援等を実施するととも
に、支援体制・機能の強化や充
実を図る

事　業　名 予　算　額
事　　業　　内　　容

これまでの取組み ８年度の取組方針

虐待防止に向け、関係職員を対
象とした専門的な研修により、
専門性を高めるとともに、在宅
支援サービス等の事業を実施

〇 児童虐待の早期発見、早期
対応、再発防止を図るた
め、関係職員を対象とした
専門的な研修や専門家から
の所見聴取、区における広
報・啓発などを実施

① 児 童 虐 待 防 止 等
強 化

イ 千円 4,422,973   千円

児童虐待の未然防止と早期発見・早期対応のため、児童育成支援拠点を増設し、家庭での養
育にサポートが必要な子どもに対する生活習慣の習得に向けた支援など、在宅支援に取り組む
とともに、児童家庭支援センターを増設するなど、身近な相談支援体制の充実や関係機関の連
携強化に取り組む。

また、家庭養育優先原則に基づき、被措置児童の早期家庭復帰、虐待再発防止に向けた親子
関係再構築支援を行うとともに、里親養育の推進及び里親制度の周知に取り組む。

さらに、社会的養護経験者等の孤立を防ぎ、相互交流や自立に向けた相談支援等ができる窓
口を設置し、自立支援体制の充実を図る。

里親家庭や児童福祉施設等にお
いて一時的に子どもの養育・保
護を実施し、保護者の休息等を
支援

・実施施設数 10か所

     57,908
〇 虐待のリスクがある家庭に

対し、訪問による在宅支援
サービス（育児・家事援助
や食事提供等）を提供する
など、虐待を未然に防止す
る取組みを実施

〇

〇

保護者が育児疲れや疾病等
により家庭における児童の
養育が一時的に困難となっ
た場合などに、里親家庭や
児童福祉施設で一時的に児
童の養育・保護を実施
親子が児童養護施設等に短
期間宿泊してサポートを受
け、育児疲れ等の休息や親
子関係の構築を実施

② 子 ど も シ ョ ー ト
ス テ イ 事 業

    228,695

千円

（30ページ参照）
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事　業　名 予　算　額
事　　業　　内　　容

これまでの取組み ８年度の取組方針

④ 子 育 て 見 守 り
訪 問 員 派 遣 事 業

     16,417

③ 親 子 関 係 づ く り
サ ポ ー ト 事 業

     18,485

休日・夜間の虐待通告等につ
いて、子どもの安全確認等を
実施

休日・夜間における子どもの安
全確認等を実施

千円

児童福祉施設において、親子
の愛着形成や良好な関係づく
りを促す親子支援を訪問型、
通所型、宿泊型で実施

児童福祉施設において、親子の
愛着形成等の親子支援を訪問
型、通所型、宿泊型で実施

・実施施設数 ３か所

⑥ 児 童 家 庭 支 援
セ ン タ ー

     87,436

⑤ 妊 産 婦 等 相 談 ・
生 活 支 援 事 業

     41,789

児童に関する家庭からの相談
対応や、区からの求めに応じ
必要な援助等を行うほか、児
童相談所からの委託による指
導、里親等への支援などを実
施

１か所増設し、相談や支援体制
を充実

・実施施設数 ５か所

様々な課題を抱える特定妊婦
等に対する妊娠期から出産後
までの継続した支援を実施

支援が必要な妊産婦等の相談、
訪問や母子入所による生活支
援、就労・子育てのサポートま
で伴走型で支援を実施

・実施施設数 １か所

⑧ 子 ど も の 見 守 り
強 化 事 業

     65,144

子どもに関する福祉や教育等
の情報を連携し、支援が必要
な子どもや家庭の早期把握・
支援を実施

支援が必要な子どもや家庭の早
期把握・支援に取り組む

⑦ 児 童 育 成 支 援
拠 点 事 業

     64,413

家庭での養育にサポートが必
要な子どもに対し、放課後か
ら夜間、休日の生活支援等を
実施

１か所増設し、家庭での養育に
サポートが必要な子どもに対す
る生活習慣の習得等の支援を充
実

・実施施設数 ３か所

⑩児童虐待防止医療
ネ ッ ト ワ ー ク 事 業

4,818

医療機関による児童虐待防止
のネットワークを構築し、拠
点病院において地域の医療機
関への研修、助言等を実施

児童虐待防止医療ネットワーク
の拠点病院において地域の医療
機関への研修、助言等を実施す
るとともに、医療機関相互の連
携・支援体制を強化

⑨ こ ど も 総 合
相 談 セ ン タ ー

    830,821

こども総合相談センターの体
制の充実を図るとともに、保
健・福祉・教育の分野から総
合的・専門的に相談・支援等
を実施

体制を強化するとともに、総合
的・専門的な相談・支援等を実
施

（27ページ参照）

（29ページ参照）
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事　業　名 予　算　額
事　　業　　内　　容

これまでの取組み ８年度の取組方針

⑫ 親 子 関 係 再 構 築
支 援 事 業

6,259

⑪ 子 ど も 虐 待 防 止
活 動 推 進 委 員 会

9,629

虐待再発防止に向けた家庭養
育機能の回復、被措置児童の
早期家庭復帰等、親子間の関
係修復を目指したプログラム
を実施

虐待再発防止に向けた家庭養育
機能の回復、被措置児童の早期
家庭復帰等、親子間の関係修復
を目指し、各種プログラムを実
施

千円
社会全体で子どもを見守る体
制 を構 築す るた め、 市民
フォーラム等の虐待防止に向
けた啓発活動、関係者向け研
修等を実施

社会全体で子どもを見守る体制
を構築するため、子ども虐待防
止活動推進委員会を中心として
啓発活動等を実施

⑭里親支援センター      65,082

里親支援センターを開設し、
里親のリクルート、研修、里
親委託後の相談・支援などの
包括的な支援を実施

里親のリクルート、研修、里親
及び委託児童等に対する委託前
から解除後までの包括的な支援
を実施

・里親家庭支援世帯数
140世帯以上

ＮＰＯ等市民との共働による
「里親養育支援事業」に取り
組み、里親制度の普及・啓発
や研修などによる里親支援を
実施

里親制度の普及・啓発や新規里
親の開拓、里親支援の充実に取
り組む

・フォーラム「新しい絆」
年２回

・里親カレッジ 年４回
・里親カフェ 年６回
・里親委託等推進委員会

年２回
等

⑬里親制度推進事業 49,796     

⑯ 児 童 心 理 治 療
施 設 の 運 営

    315,200

⑮ 児 童 養 護 施 設 等   2,965,393

被措置児童の社会性の回復と
家庭復帰に向けた心理治療や
生活指導、教育相談等を実施

被措置児童の社会性の回復と家
庭復帰に向けた心理治療や生活
指導、教育相談等を実施

児童養護施設、乳児院、里
親、ファミリーホーム、自立
援助ホーム、助産施設等への
措置等に伴う経費負担及び被
措置児童等の権利擁護を実施

児童養護施設等への措置等に伴
う経費負担及び被措置児童等の
権利擁護を推進

（８年度新規事業）

合　　計   4,846,238

社会的養護経験者等の孤立を防
ぎ、相互交流や自立に向けた相
談支援等を若者総合相談セン
ターにおいて実施

⑰ 社 会 的 養 護
自 立 支 援 拠 点 事 業

     18,953

（29ページ参照）
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ひとり親家庭など様々な環境で育つ子どもの支援 ( )

合　　計   8,975,636

⑤ ヤ ン グ ケ ア ラ ー
相 談 支 援 事 業

33,804     

④ 母 子 生 活 支 援
施 設 運 営 費

    444,581

ヤングケアラー相談窓口にお
ける支援の拡充、ヘルパーの
派遣や関係機関などへの研修
等を実施

ヤングケアラー相談窓口を中心
に関係機関と連携してヤングケ
アラーに対する相談や支援等を
実施

・ヘルパー派遣予定数
約 550回

③母子父子寡婦福祉
資金貸付金（特会）

保護を必要とする18歳未満の
子どもを養育している母子家
庭、またはそれに準じる家庭
を入所させ、相談・援助を進
めながら自立を支援し、あわ
せて退所した者に対する相
談、援助を実施

母子を保護し、自立を促進する
ためにその生活、就労、子ども
に関する相談等の支援を行い、
あわせて退所した者に対する相
談、援助を実施

ひとり親家庭等の生活の安定
と、扶養する児童の福祉の増
進を図るため、各種資金の貸
付けを実施

各種資金の貸付けを実施すると
ともに、償還率の向上に向けた
取組みを実施

    644,800

② 児 童 扶 養 手 当   7,385,397

ひとり親家庭向けの情報を
集約し、情報発信を強化

ひとり親家庭の生活の安定を
図り、自立を促進
月額46,690円
（第２子以降１人につき
　最大11,030円加算）
所得に応じ全部支給、一部支
給、支給停止あり

手当を支給することにより、ひ
とり親家庭の福祉の増進を図る

・支給見込人数　  約 13,000人

① ひ と り 親 家 庭
就 業 ・ 自 立 支 援

    467,054 ・ 自立支援給付金事業におけ
る給付金上限額の拡大や多
子加算の実施

・ 高等職業訓練促進資金貸付
事業の実施

千円

新たにSNS等を活用した就業支援
を実施するとともに養育費確保
支援事業の情報発信を強化し、
ひとり親家庭の就業や自立に向
けた支援に取り組む

・自立支援給付金事業
支給見込件数 約 320件

・養育費確保支援事業
支給見込件数 約 140件

・高等職業訓練促進資金
　貸付事業見込件数   約 100件

ひとり親家庭支援センター等
において、ひとり親家庭の就
業や自立に向けた支援を実施

・ 就業相談、就業支援講習会
自立支援プログラムの策定

・

事　業　名 予　算　額
事　　業　　内　　容

これまでの取組み ８年度の取組方針

千円 千円

養育費確保支援事業の実施・

ひとり親家庭の生活の安定と向上のため、ひとり親家庭支援センターに加え、新たにＳＮＳ
等を活用した就業相談、自立支援プログラム策定事業、自立支援給付金事業等を実施し、就業
や自立に向けた支援に取り組むとともに、児童扶養手当の支給を行う。

また、ヤングケアラーについて、相談支援のほか、育児・家事ヘルパーの派遣等を実施し、
支援に取り組む。

ウ 9,142,297   8,975,636  

（31ページ参照）
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子どもの貧困対策の推進 （ )

千円

幼稚園や保育所等の利用に際
し、生活保護世帯等を対象
に、保護者が支払う教材費、
行事費、給食費（副食費）へ
の助成を実施

生活保護世帯等を対象に、保護
者が支払う教材費等への助成を
実施し、円滑な教育・保育の利
用を図りすべての子どもの健や
かな成長を支援

・助成見込人数
教材費、行事費   約   210人
給食費（副食費） 約 2,700人

生活保護世帯等を対象に保護者が幼稚園、保育所等に支払う教材費等の助成や、低所得世帯
等を対象に副食費の助成を実施する。

また、貧困の状況にある子どもが健やかに育成される環境をつくるため、子どもへの食事の
提供と居場所づくりを行う民間団体の支援や子どもを支えるネットワークの構築、子どもの習
い事費用の助成を実施する。

事　業　名 予　算　額
事　　業　　内　　容

これまでの取組み ８年度の取組方針

エ 千円 549,338     千円652,048 

84,190     

④ 子 ど も 習 い 事
応 援 事 業

    497,702

生活保護世帯または児童扶養
手当受給世帯等の小学５年生
から中学３年生までの習い事
費用を助成（子ども一人あた
り年額12万円上限）

生活保護世帯または児童扶養手
当受給世帯等の小学５年生から
中学３年生までの習い事費用を
助成（子ども一人あたり年額12
万円上限）

・助成見込人数　   約 4,000人

③貧困の状況にある
子 ど も を 支 え る
ネ ッ ト ワ ー ク 構 築

     30,350

子どもへの食事の提供と居場
所づくりを行う民間団体の立
上げ・運営支援、研修会・情
報交換会、食材確保支援等を
実施

子どもへの食事の提供と居場所
づくりを行う民間団体の立上
げ・運営支援、研修会・情報交
換会、食材確保支援等を実施

合　　計     652,048

②子どもの食と居場所
づ く り 支 援 事 業

     39,806

① 実 費 徴 収 に 係 る
補 足 給 付 事 業

子どもへの食事の提供と居場
所づくりを行う民間団体に対
し、補助金交付等を実施

新たに学校の長期休業中の開催
回数に応じて補助金を加算

・交付見込団体数 87団体
（31ページ参照）
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